
 

 

事業事前評価表 
 

１．案件名 

和文名称：母子保健向上を目的とする医療施設能力強化プロジェクト 
英文名称：The Project for Strengthening Capacities of Prince Régent Charles Hospital and Public 

Health Centers in Bujumbura City for Improvement of Mother and Child Health 
仏文名称：Le Projet de Renforcement des Capacités de l’Hôpital Prince Régent Charles et les 

Centres de Santé Publics en Mairie de Bujumbura en vue de l’Amélioration de la Santé 
Maternelle et Infantile 

 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプット（成果）を中心とした概要の記述 
ブルンジ国（以下、「ブ国」と記す）は、1993年から10年以上続いた内戦により、保健

医療施設の疲弊が進み、これらの施設で提供されるサービスの質も劣悪な状況が続いてい

る。このような状況の中、ブ国政府は2015年までに妊産婦死亡率の75％削減、乳児死亡率

の５％削減、保健医療サービスへのアクセスと質の改善を図ることを優先課題としてい

る。 
本プロジェクトは、ブジュンブラ都市部のトップリファラル病院の一つであるプラン

ス･レジャン･シャルル（以下、「PRC」）病院の主に産婦人科と、地域の保健センター９ヵ

所において患者中心の妊産婦・新生児ケアを実践することにより、上記課題の解決に貢献

することを目的としている。しかし、ブ国保健セクターにおける人的・財政的リソースは

限られており、また、これらの施設におけるマネージメント能力も著しく低いことから、

比較的低投入かつ容易に実践できる保健医療現場の業務環境改善から取り組む。業務環境

改善は、医療サービス改善の基本でもある。この手段として、「整理・整頓・清潔・清

掃・しつけ」に取り組む5－S・総合的品質管理（以下、「5－S/TQM」）活動を導入する。

5－S/TQM活動を組織的に実践する過程で、現場のスタッフは、労働負荷の軽減や効率性

改善を体感し、それをきっかけに担当サービスの向上に向けて行動するようになり、業務

環境改善が図られる。 
医療現場における 5 － S/TQM 活動を通じた業務環境改善により業務内容改善

（KAIZEN）・サービスの質の改善がもたらされることは、スリランカのキャッスルスト

リート病院における自発的な取り組みにおいて実証されている。この成功例をJICAの専

門員が「アジア・アフリカ知識共創プログラム（きれいな病院）」（アフリカ８カ国対象）

に取り入れ、同様の成果が出つつある。 
本プロジェクトの具体的な活動として、まず対象施設の管理職のリーダーシップ強化を

行う。この強化されたリーダーシップのもとで、現場スタッフの5－S/TQM活動が推進さ

れ、業務環境改善（機材の予防メンテナンスの継続的実施を含む）と効率化が図られる。

業務の効率化によって余裕が生じたスタッフの間では、患者のニーズに対応した医療サー

ビスの提供に向けて行動するようになる。本プロジェクトのアプローチを通じた成果は、

保健・エイズ対策省による病院管理に係る方針にフィードバックし、5－S/TQM活動を通

じた業務環境改善の広域普及をめざす。さらに、施設間の情報交換を通して横の関係を強

化し、中期的に取り組むべきリファラル・カウンターリファラルシステム整備のための足

がかりを構築する。 
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期間中には、業務環境改善に関連する３つの成果（①対象保健施設における管理職員の

リーダーシップの強化、②現場スタッフの5－S/TQM活動による妊産婦・新生児ケアに係

る業務環境改善、③産科及び機材ユニット職員全員参加による機材の予防メンテナンスの

継続的実施）に加え、これらが日常の医療サービスの改善に関連づけられるよう、医療技

術面にかかわる成果（④看護スタッフを対象とした妊産婦・新生児ケアにかかわる技術・

知識の強化）にも取り組む。これら４つの成果を通して「対象保健施設のより良い運営管

理のもとで患者中心の妊産婦・新生児ケアが実践される」（プロジェクト目標）ことをめ

ざす。 
なお、2010年度末頃には無償資金協力「ブジュンブラ市内医療設備整備計画」にてPRC

病院を含む市内３病院及び９ヵ所の保健センターに医療機材の投入が行われる予定であ

り、同計画との相乗効果の発現もめざす。 
 

（２）協力期間       2009年１月～2012年１月（３年、予定） 
（３）協力総額（日本側）    約２億5,000万円（暫定） 
（４）協力相手先機関    保健・エイズ対策省・公衆衛生総局及び資源管理総局 

 PRC病院、州保健局、市保健局 
 ９ヵ所の保健センター 

（５）日本側協力機関        国立国際医療センター（運営指導調査への協力等） 
（６）裨益対象者及び規模など 

１）ターゲットグループ 
日本政府は、TICAD IVの横浜行動計画の中で、アフリカにおけるMDGs達成を促進

するため、保健分野では、①10万人の保健医療人材に研修を提供すること、②1,000ヵ
所の病院及び保健センターの改善、を今後５年間にとる計画として示した。本案件は、

以下の人材及び施設を直接・間接のターゲットとしており、右計画に貢献することを見

込んでいる。 
 直接的ターゲット 間接的ターゲット 
保健医療人材 PRC病院の職員537人 

９保健センターの職員232人 
カメンゲ中央大学病院及びプラン

ス･ルイ･ルワガソレ病院の職員

903人 
病院及び保健

センター 
PRC病院 
９保健センター 

カメンゲ中央大学病院 
プランス･ルイ･ルワガソレ病院 

 
２）裨益者 

ａ．直接裨益者：PRC病院と保健センターの利用者（2008年５月統計で、PRC病院及び

保健センターの分娩件数は年間計5,797件、市内の妊産婦数は２万

5,963人）。 
ｂ．長期的裨益者：PRC病院と保健センターのキャチメントエリアに居住する妊産婦・

乳幼児（2008年５月統計で、出産可能人口は11万5,211人）。 

３．協力の必要性･位置づけ 

３－１ 現状及び問題点 
（１）統計から見た母子保健の実態 

ブ国の保健状況は、WHOアフリカ地域の平均値を良い方向に上回る指標は一つとして

なく、保健人材の少なさと保健支出の小ささが際立つ。乳幼児や新生児の死亡率は依然と
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して高く、かつ出生率はアフリカ地域平均を上回っていることから、母子保健の重要性は

今後も続くと予想される。 
 

表１ 母子保健基礎指標 
項目 母数 ブルンジ アフリカ諸国平均 統計年 

乳幼児死亡率 1,000人当たり 114 99 2005 

新生児死亡率 1,000人当たり 41 40 2004 

５歳未満児死亡率 1,000人当たり 190 167 2004 

妊産婦死亡率  10万人当たり 1,000 910 2000 

注：* 乳幼児死亡率（1,000出生当たり）は、出生から１歳になるまでの間の死亡率 
** 新生児死亡率（1,000出生当たり）は、出生から28日までの間の死亡率 

出所：World Health Report 2007, WHO 

 
表２ 医療専門職人材数 

専門職名 ブルンジ国内（人）
国内1,000人当たり

（％） 
アフリカ諸国 

平均1,000人当たり（％） 
統計年

医師 200 0.03 0.21 2004 

看護師 1,337 0.19 0.93 2004 

助産師 11 0.00 N.A. 2004 

出所：World Health Report 2007, WHO 

 
（２）妊産婦ケア提供機会の不足、リファラルシステムの未整備 

安全なお産を妨げる原因として、ブ国の長期保健計画である「国家保健政策2005-

2015」では次のように述べている。 
１）出生率（6.5％）の高さや専門医療スタッフの介助による出産のケース割合が非常に

低いことなどが高い妊産婦死亡率につながっている。 
２）妊産婦・新生児死亡の直接原因として、出血、感染症、危険な中絶処置、難産、高血

圧などがあり、間接的な原因としては産科のサービスの質が低いこと、患者のリファラ

ル・カウンターリファラルシステムが存在していないことなどがある。 
 

また、本件調査の結果により、ブ国における母子保健の問題の背景として以下のような

問題が明らかとなった。 
①施設・機材・人材の慢性的不足によるケアの量・質が不足している。 
②患者のニーズに応じた患者リファラル・カウンターリファラルシステムが未整備であ

る。 
③産科ケアを提供する施設の総合的なケア環境が十分に整備されていない。 
④医療機材の故障や誤った使用を防ぐための、予防的機材維持管理の技術・知識が不足

している。 
⑤安心・安全なお産を行うための、看護師・助産師のケア知識・意識が不十分である、

など。 
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３－２ 相手国政府国家政策上の位置づけ 
（１）「国家保健政策2005-2015」（PNS） 

2015年のミレニアム開発目標達成を念頭に策定された保健分野の国家上位計画。母子保

健に係る事項としては、妊産婦死亡率を半減させる、５歳未満児死亡率を半減させる、低

体重新生児を３分の１に低減させる、感染症の罹患率・死亡率を半減させる、などを2015

年の達成目標としており、保健サービスへのアクセスの向上、保健システムの法整備など

をめざしている。 
 

（２）「国家保健開発計画2006-2010」（PNDS）（「保健セクター５カ年計画」） 
上記「国家保健政策2005-2015」の実施計画で、５カ年の目標、予算、活動計画、評価

計画等を示した具体的戦略書である。母子保健に係る事項として、妊産婦死亡率と新生児

死亡率の低減、妊娠・出産に係る罹患率の低減、ワクチン接種カバー率の維持、栄養不全

率の25％低下などをめざしている。 
 

（３）５歳未満児の医療費及び分娩費助成に関する政令（政令2006年６月、省令同年９月発布） 
公的保健医療施設における、５歳未満乳幼児と妊産婦の医療費の国の助成を定めた法令

である。これにより５歳未満児は検診やワクチン接種を含む基本的な医療費が助成され、

妊産婦は出産経費、産前・産後ケアにかかる経費が助成される（健康保険に無加入の者は

100％、公務員共済、その他の社会保険に加入しているものは、その内容に応じた率）。 
 

３－３ 我が国援助政策との関連、「JICA国別事業実施計画」上の位置づけ 
（１）対ブ国協力政策 

日本は対ブ国協力政策の重点分野を「平和の定着」「基礎生活環境の改善」とし、JICA
対ブ国支援方針では本プロジェクトを「基礎生活環境改善」課題、「保健行政・母子保健

プログラム」に位置づけている。先般のTICAD IVではアフリカ諸国の母子保健改善を優

先課題とすることが合意され、我が国は今後も同分野への政策支援、開発事業協力を積極

的に進めることを表明した。 
 
（２）過去の協力リソースの活用 

PRC病院には無償資金協力による機材供与の実績があり（1992年、３億9,000万円）、

2006～2008年度に実施された「PRC病院医療機材改善計画」では個別専門家により機材保

守管理に係る技術指導が行われた。本プロジェクトでPRC病院を対象とすることで過去の

協力の知見・技術・機材などのリソースを活用することができ効果的な支援を行うことが

できる。 
 

４．協力の枠組み 

４－１ 基本設計 
対象保健施設において、まず管理職のリーダーシップ醸成を行い、続いて5－S/TQM活動に

よる業務環境改善の意識向上と業務の効率化を図り、これらの成果を保健・エイズ対策省に配

置したチーフアドバイザーを通じて政策にフィードバック（標準化、セミナー開催、広報活動

等を通じて）する。さらに、施設間で5－S/TQM活動に関する情報交換を促すことにより関係

を強化し、中長期的に取り組むべきリファラル体制整備のための足がかりを構築する。 
なお、本プロジェクトの成果は、チーフアドバイザーを保健・エイズ対策省に配置すること
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で早期の全国普及を図るとともに、管理職のリーダーシップ醸成、5－S/TQM活動による業務

環境改善の意識向上と業務の効率化に係る活動については、可能な限り他州からの参加（州行

政官、病院長、センター長など）を促進する。 
 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
「対象保健施設のより良い運営管理のもとで、患者中心の妊産婦・新生児ケアが実践

される」 
＜指標＞ 

ａ）（カーテン設置など）妊婦の安心・プライバシーを確保した分娩室を備えた対象

施設数（プロジェクト開始後12ヶ月以内） 
ｂ）対象施設で出産した妊産婦のうち、「分娩中に看護スタッフから十分・適切にケ

アを受けた」と回答した妊産婦の増加率％ 
 

２）協力終了後に達成が期待される中期的目標（上位目標） 
「PRC病院と対象保健センターにおいて妊産婦・新生児ケアの質が改善する」 
（終了後２年目、2013年） 

＜指標＞ [対象病院・保健センターにおいて] 
ａ）根拠に基づく正常分娩ケアができる 
ｂ）正常出産と異常出産の判別ができる 
ｃ）新生児の基礎的なケアができる 

 
３）長期的目標（スーパーゴール） 

①スーパーゴール⑶（終了後５年目、2015年） 
「ブジュンブラ市の保健施設において、産科・新生児ケアの質が向上する」 

＜指標＞ [市内の全病院・保健センターにおいて] 
ａ）会陰切開率％が下がる 
ｂ）正常出産と異常出産の判別ができる 
ｃ）新生児の基礎的なケアができる 

②スーパーゴール⑵（終了後７年目、2017年） 
「ブジュンブラ市において、妊産婦・新生児ケアに関する患者リファラルシステムが

機能する」 
＜指標＞ 

ａ）リファラル年次報告が、保健局により適宜活用され、分析される 
ｂ）保健センターから上位病院へのリファラル率がX％となる（リファーされた患者

／すべての外来患者数） 
注：プロジェクト開始後半年以内に目標値を設定する予定。 

③スーパーゴール⑴（終了後15年目、2025年） 
「ブジュンブラ州の保健施設における、妊産婦・新生児ケアの質とアクセシビリティ

が向上する」 
＜指標＞ 

ａ）州（都市部・地方農村部）における10万人当たり妊産婦死亡者率が300以下となる
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※当初要請書にあった「母子保健サービスの質の向上」及び「リファラルシステムの構築」

に至るまでのプロセスを明らかにし、３段階のスーパーゴールの二つに整理された。 
 

（２）成果（アウトプット）と活動 
１）成果１「対象保健施設において、トップ管理職（院長、センター長）・中間管理職員

（診療科長、看護婦長など）のリーダーシップが育成される」 
＜指標＞ 

1-a） 5－Sコミッティが各施設に設置される 
1-b） 施設内における80％以上の部門に5－S実施活動チームが設置される 
1-c） 全診療科の全室に品質管理ポリシーが掲示される 
1-d） 病院・保健センター間で３ヶ月ごとのケースカンファレンスが行われる 

＜活動＞ 
1.1 対象施設における各管理職の業務内容、業務実績を確認する 
1.2 リーダーシップ研修（TQM研修、5－S研修）を行う（巡回型国内研修） 
1.3 5－Sコミッティを構成する 
1.4 各施設において研修技術の実践状況をモニターする 
1.5 病院・保健センター間の情報交換が行われる（リファラルケースなどについて） 
 

２）成果２「各施設長のリーダーシップにより、現場スタッフの5－S活動をとおして、

妊産婦・新生児ケアの業務環境が改善される」 
＜指標＞ 

2-a） 以下の5－S活動の実施（モニタリング記録） 
１）妊産婦・新生児ケア現場における、廃棄物分別・収集・リサイクル処理の実施 
２）物品のカラーコーディングの実施 
３）産科待合室への待合椅子（ベンチ）の設置 
４）産科待合室における患者の待ち時間の減少 
５）業務従事者のケア行為の意識・態度の変化  

＜活動＞ 
2.1 5－Sのモニタリングシートを用いた業務環境の現状調査を実施する（写真撮

影、現場職員への業務環境に関する調査） 
2.2 5－S研修を実施する（巡回型国内研修） 
2.3 5－S活動を実施する 
2.4 各施設において5－S実践状況をモニターする 
 

３）成果３「対象保健施設において、機材の予防メンテナンスが、産科及びメンテナンス

部の職員の全員参加により、継続的に行われる」 
＜指標＞ 

3-a） 機材使用注意タグが、全機材に添付される（プロジェクト開始後６ヶ月以内）

3-b） 全室に全機材を含む予防メンテナンス・シートが掲示され、使用後処理・稼働

可能状況が記録・管理されている（１年以内） 
＜活動＞ 

3.1 対象施設の機材・器具の管理状況を調査する 
3.2 対象施設の関係職員を対象として予防的機材維持管理指導・研修を行う（巡回
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型国内研修、国外研修） 
3.3 機器使用注意タグを作成し、機材に貼付する 
3.4 機材維持管理マニュアル、チェックシートを更新する 
3.5 機材購入・部品調達方法を調査し、取引先一覧を含む機材部品調達手順書を作

成する 
3.6 各施設において、機材維持管理状況をモニターする 
 

４）成果４「看護スタッフの、妊産婦・新生児ケアにかかわる技術・知識が強化される」

＜指標＞ 
4-a） 技術研修の理解・実践状況（ポストテスト） 

＜活動＞ 
4.1 妊産婦に満足度調査を実施する（ベースライン） 
4.2 対象施設の看護師・助産師に技術研修を実施する（巡回型国内研修、国外研

修） 
4.3 産科ケア状況をモニターする 
4.4 対象施設を利用する妊産婦への満足度調査を含む、活動のインパクト調査を実

施する 
 

４－２ 投入（インプット） 
４－２－１ 日本側 
（１）日本人専門家  

１）チーフアドバイザー／病院運営管理 
２）5－S/総合的品質管理（TQM） 
３）医療機材保守管理 
４）産科・助産 

（２）本邦・第三国研修実施と経費（以下分野） 
１）保健医療施設運営管理 
２）母子保健 

（３）以下プロジェクト活動経費 
１）研修経費 
２）教材等開発経費 
３）広報活動経費 
４）事務所用小規模・小額機材、など 

 
４－２－２ ブルンジ側投入 
（１）人材（カウンターパート人員） 

１）プロジェクトコーディネーター（保健省大臣がR/Dまでに任命する予定） 
２）プロジェクトダイレクター（保健省・公衆衛生総局） 
３）ブジュンブラ州保健局、市保健局 
４）PRC病院職員 
５）９つの保健センター職員 
 

（２）以下経費 
１）ブルンジ側各人材の給与（各組織負担） 
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２）合同調整委員会（JCC）、運営委員会（SC）出席のための交通費、など 
 

（３）施設など 
１）プロジェクト活動に活用される医療施設 
２）日本人専門家執務室（保健省内） 
 

４－３ 外部条件（リスク要因） 
（１）成果（アウトプット）達成のための外部条件 

１）技術研修を受けた職員が、施設の従事者として勤務を継続する。 
２）プロジェクト活動の従事者の（給料未払いなどを理由とした）欠勤率が極端に増加し

ない。 
３）プロジェクトサイトにおいて、活動を妨げるほどの治安悪化が発生しない。 

 
（２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

１）妊産婦数・乳幼児数が、予測を超えるほどに、極端に増加しない。 
２）PRC病院、対象保健センターにおける機材維持管理、修理、部品調達の予算現状が悪

化しない。 
 

（３）上位目標達成及びスーパーゴール達成のための外部条件 
１）PRC病院と対象保健センターに適切な人材配置・確保がなされる。 
２）政府が５歳未満児ケア・妊産婦医療費助成政策を継続する。 
３）ブジュンブラ市の保健施設に適切な人材配置・確保がなされる。 
４）地方農村部の患者の保健施設への交通手段が確保される。 

 
５．評価５項目による事業評価分析結果 

本件の評価は「プロジェクト評価の実践的手法-JICA事業評価ガイドライン」（JICA企画評

価部評価管理室編2004年３月）に基づき行われ、以下５項目の観点から検証された。 
５－１ 妥当性 
（１）プロジェクトの中長期的目標とブ国開発政策・プログラムとの整合性 

ブ国政府は、「国家保健政策2005-2015」、「保健開発国家計画2006-2010」、「５歳未満児

の医療費及び分娩費助成に関する政令」を施行し、妊産婦と乳幼児ケアの質的向上、アク

セスの拡充を推進している。本プロジェクトは、対象施設の業務環境改善をとおして患者

中心のケアを実現し、長期的に全ブジュンブラ州において出産と新生児ケアサービスの質

とアクセスの向上をめざすものであり、ブ国政府の政策・プログラムを支援するものであ

る。 
 
（２）我が国援助政策との関連・「JICA国別事業実施計画」上の位置づけ 

プロジェクトはJICAの対ブ国支援方針の「保健行政・母子保健プログラム」に位置づ

けられる。JICAはこれまでPRC病院に対し無償資金協力による機材供与、「PRC病院医療

機材改善計画」（個別専門家派遣）による技術指導の協力実績を持つ。また、2011年２月

頃には無償資金協力「ブジュンブラ市内医療設備整備計画」により関連機材が供与される

予定である。本プロジェクトでは、これらの協力（の成果）との相乗効果の発現をめざす

ものである。 
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（３）裨益者ニーズに応じた効果的なプロジェクトアプローチの特定 
本プロジェクトでは、PRC病院と地域保健センター９ヵ所を主要アクターとして対象施

設の業務環境改善、予防的機材維持管理の技術の育成、安全なお産のための看護師・助産

師の知識と意識の改善に取り組むとともに、リファラルシステム整備をめざした準備的活

動を行う。（サービスの質改善、リファラルシステム構築は上位目標、スーパーゴールと

して設定。）活動は医療現場に直接アプローチし、妊産婦のニーズを優先した患者中心の

ケアの実現を図るもので、３年という短期で成果が期待できる効果的戦略と考えられる。

 
５－２ 有効性 
（１）設定されたプロジェクト目標・成果と指標の適切性 

本プロジェクトでは、保健医療サービスの品質管理をめざす第一段階として5－S手法

を活用した業務環境改善を行い、３年後には「対象保健施設のより良い運営管理のもとで

患者中心の妊産婦・新生児ケアが実践される」ことをめざす。目標達成のために、①管理

職のリーダーシップ能力育成、②5－S活動による業務環境の改善、③機材・器具の予防

的維持管理能力の育成、④妊産婦ケア従事者の能力育成、の４つの成果を図るとともに各

成果の相乗効果を期待する。 
 

（２）選定された支援対象施設及びターゲットグループの適切性 
保健センターは産前・産後ケアを提供する施設であり、PRC病院は保健センターのリフ

ァー先として、センターでは対応困難な異常出産や合併症治療を行っており、産科ケア提

供者として両者は相互補完的な関係にある。このことから、PRC病院と保健センターをタ

ーゲットすることで、効果的な成果が期待できる。 
 

５－３ 効率性 
（１）予定されている活動・実施期間・投入の適切性 

成果・活動は、投入規模（日本側予算約２億5,000万円、協力期間３年）に照らし、適

切なデザインと考えられる。人材については、活動に応じた派遣専門家の分野が選定さ

れ、ブ国側から運営管理人材案が出された。 
 

（２）他事業との効果的な連携・相互補完性 
無償資金協力「ブジュンブラ市内医療設備整備計画」に係る基本設計調査が現在進めら

れており、承認されれば市内３病院及び９ヵ所の保健センターへの医療機材の投入が行わ

れる（2011年２月を予定）。ベルギー技術協力公社は施設改修・建設支援を予定してお

り、右無償資金協力事業と同時期に完工される予定である。本プロジェクトがソフトウェ

ア側面への支援であるのに対し、これら２事業はハードウェア側面への支援であり、相互

補完的な支援と言える。また、本プロジェクトが上記２事業に先行して行われることで、

新規施設・機材導入の際に、より適切な対応を行うことが期待できる。 
 

５－４ インパクト 
（１）上位目標と設定指標の適切性、スーパーゴールへの論理性 

終了２年後の中期的目標（上位目標）「PRC病院と対象保健センターにおいて妊産婦・

新生児ケアの質が改善する」は、本プロジェクトにより達成される業務環境改善、医療従

事者の意識改革を基盤として、より専門的な知識・技術の向上をめざすものである。上位
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目標達成後には、ブジュンブラ市の他病院・保健センターへのプロジェクト成果の活用や

リファラルシステムの構築を期待し、長期的にはブジュンブラ州全域の妊産婦・乳幼児ケ

アの質とアクセス向上をめざすもので、上位目標及びスーパーゴール達成のプロセスが、

段階的・論理的に示された。 
 

（２）期待されるプロジェクトの波及効果 
長期的なスーパーゴール達成に向けて、産科・新生児科の職員が中心的なアクターとし

て活躍することとなるが、成果がもたらされ業務環境の改善がなされれば、他科へのポジ

ティブな影響（産科以外でも、5－S手法を取り入れ、業務環境改善に取り組みたいと希

望すること）が期待できる。 
 

５－５ 自立発展性 
（１）政策（戦略・財政）・制度的側面からの持続可能性 

５－１妥当性で述べたとおり、産科・新生児ケアの改善は、ブ国の国家上位計画及びセ

クター戦略と合致するもので、同国は今後も同政策を進める意向があるため、政策面から

の持続性は十分に期待できる。 
 
（２）ターゲットグループの組織・財政的側面からみた持続可能性 

５歳未満児・妊産婦医療助成政令施行は、サービス量の拡大に一定の効果をもたらして

いる一方で、サービス希望者の全面的受け入れ義務を持つPRC病院や保健センター等の公

的施設では患者数が急増している。また、同政令施行による政府の診療報酬支払いに遅延

があることが確認されている。こうした現状は機材管理や施設運営の財源確保に影響する

可能性があることから、プロジェクト期間中には対象施設の経営状況をモニターし、必要

に応じJICAから先方に改善を提言する必要がある。 
 
（３）技術的側面での持続可能性 

プロジェクトの活動が業務環境改善と患者ニーズに基づくケアの提供に効果的・効率的

なものと認識され、かつ管理職員、5－S委員会による定期的スーパービジョン・モニタ

リングが組織の恒常的体制となれば、対象施設における技術の導入と定着は十分見込まれ

るであろう。 
非対象施設への技術普及について現段階で述べることは難しいが、次のことを留意事項

としたい。ブジュンブラ市には３次レベルのカメンゲ中央大学病院と、２次レベルのプラ

ンス･ルイ･ルワガソレ病院があり、これらもまた保健センターからのリファラル病院とな

っている。プロジェクト成果が確認されることを前提として、プロジェクト終了時には、

非対象の病院・保健センターが成果を応用できるように、PRC病院が役割を担えるメカニ

ズムの構築を検討する必要がある。検討においては、保健省、州保健局、PRC病院、保健

センターの代表者が参加することが望ましい。 
 

６．その他の留意事項 

（１）5－S手法導入における留意事項 
管理職へのリーダーシップ研修を進めるにあたり、ブ国の社会文化・社会心理面につい

て十分に配慮し、指導態度・方法に関しPRC病院及び保健センター管理職人材と十分に意

見交換を行った上で、ブ国にふさわしい方法について共通理解を築く必要がある。 
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（２）技術の普及、長期的目標達成のための、モデル展開戦略の検討 
ブ国においては、地方分権化が進められており、今後、州における保健行政や医療施設

運営に関する決定権が州政府や州保健局に委譲されていくことになる。このため、本プロ

ジェクトの成果をモデルとして他州に展開するプロセスで困難が生じることも予測され

る。したがって、プロジェクト後半では、本プロジェクトの成果をどのように他州へ普及

するか、保健省、州保健局、PRC病院、保健センターからの代表者を交え意見交換を行

い、具体案を検討する必要がある。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用    類似案件の有無：あり 

（１）JICA事業 
5－Sを通した病院の業務環境改善について、2007年３月から2008年６月まで実施され

た地域別研修「アジア・アフリカ知識共創プログラム（きれいな病院）」では、フォロー

アップ事業との効果的な組み合わせにより、アフリカ８カ国（ケニア、ウガンダ、タンザ

ニア、マラウイ、セネガル、マダガスカル、ナイジェリア、エリトリア）を対象に、病院

管理に関するアジアの総合品質管理（TQM）の経験を共有し、それぞれの国におけるパ

イロットプロジェクトを通したTQMの実践とその普及に向けた戦略計画の策定を行っ

た。これらの国々においては、5－S/CQI/TQM活動からサービスの質の向上へと成果が認

められつつあり、本プロジェクトの成果１～３に係る活動において多くの示唆を与えるも

のである。 
2007年２月から2008年４月にかけて、医療機材メンテナンスの専門家をPRC病院に派遣

し、1993年に供与した医療機材の調査と故障診断及び修理を行うとともに、病院スタッフ

に対する医療機材の維持管理システムの構築と5－Sによる業務環境の整備指導を行っ

た。メンテナンスに係るマニュアルはPRC病院スタッフにも活用できる平易な内容となっ

ており、本プロジェクトの成果３に活用できる。 
 

（２）他ドナー事業 
特になし。 
 

８．今後の事業評価計画 

プロジェクト期間中に「プロジェクト評価の実践的手法-JICA事業評価ガイドライン（改訂

版）」（2004年３月）に基づき、運営指導（あるいは中間評価）調査と終了時評価が実施され

る。実施時期は以下を予定する。 
 

（１）運営指導調査あるいは中間評価調査：プロジェクトの中間期（開始後16～18ヶ月あたり） 
（２）終了時評価調査：プロジェクト終了前６ヶ月以内（開始後30～32ヶ月あたり） 
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